
鏡 石 町 財 政 公 表 
 

 鏡石町財政状況の作成及び公表に関する条例第３条第２項の規定により、公表いたしま

す。財政公表は、町民の皆様に納めていただいた町税等がどのように使われているかなど

を、毎年１１月にお知らせするものです。今回は、平成２４年度上半期（平成２４年度当

初予算から平成２４年度９月補正予算）の予算状況及び、平成２３年度決算についてお知

らせします。 

 
平成２４年１１月１日 

 

鏡 石 町 長  遠 藤 栄 作    

 
＜平成２４年度歳入歳出予算の状況＞ 

 
１ 一般会計                    （平成２４年９月３０日現在） 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 町 税 1,356,118 16.9 1 議 会 費 84,885 1.1

2 地 方 譲 与 税 83,000 1.0 2 総 務 費 799,662 9.9

3 利 子 割 交 付 金 2,800 0.0 3 民 生 費 1,221,426 15.2

4 配 当 割 交 付 金 1,200 0.0 4 衛 生 費 1,723,763 21.5

5 株式等譲渡所得割交付金 250 0.0 5 労 働 費 5,331 0.1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 110,000 1.4 6 農 林 水 産 業 費 413,944 5.2

7 自動車取得税交付金 13,000 0.2 7 商 工 費 83,264 1.0

8 地 方 特 例 交 付 金 5,300 0.1 8 土 木 費 469,432 5.8

9 地 方 交 付 税 1,290,000 16.1 9 消 防 費 291,545 3.6

10 交通安全対策特別交付金 2,000 0.0 10 教 育 費 484,504 6.0

11 分 担 金 及 び 負 担 金 57,789 0.7 11 災 害 復 旧 費 1,801,207 22.4

12 使 用 料 及 び 手 数 料 58,094 0.7 12 公 債 費 622,903 7.8

13 国 庫 支 出 金 1,440,159 17.9 13 予 備 費 31,673 0.4

14 県 支 出 金 1,481,053 18.4

15 財 産 収 入 3,055 0.1

16 寄 附 金 2 0.0

17 繰 入 金 402,865 5.0

18 繰 越 金 339,952 4.2

19 諸 収 入 152,148 1.9

20 町 債 1,234,754 15.4

8,033,539 100.0 8,033,539 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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性質別歳出内訳 

予 算 額 構 成 比

1 人 件 費 837,451 10.4

2 物 件 費 1,721,457 21.4

3 維 持 補 修 費 16,912 0.2

4 扶 助 費 547,248 6.8

5 補 助 費 764,711 9.5

6 普 通 建 設 事 業 費 899,821 11.2

7 災 害 復 旧 費 1,801,207 22.5

8 公 債 費 622,903 7.8

9 積 立 金 235,509 2.9

10 投 資 及 び 出 資 金 0 0.0

11 貸 付 金 64,250 0.8

12 繰 出 金 490,397 6.1

13 予 備 費 31,673 0.4

8,033,539 100.0

（単位：千円、％）

科 目

合 計  

 
２ 特別会計 
 
（１） 国民健康保険特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 国 民 健 康 保 険 税 328,651 22.4 1 総 務 費 9,388 0.6

2 国 庫 支 出 金 360,655 24.6 2 保 険 給 付 費 868,289 59.2

3 療 養 給 付 費 交 付 金 73,370 5.0 3 後 期 高 齢 者 支 援 金 194,768 13.3

4 前 期 高 齢 者 交 付 金 245,585 16.8 4 前 期 高 齢 者 納 付 金 435 0.0

5 県 支 出 金 65,850 4.5 5 老 人 保 健 拠 出 金 12 0.0

6 共 同 事 業 交 付 金 146,625 10.0 6 介 護 納 付 金 85,627 5.8

7 財 産 収 入 37 0.0 7 共 同 事 業 拠 出 金 161,139 11.0

8 繰 入 金 119,604 8.2 8 保 健 事 業 費 27,585 1.9

9 繰 越 金 124,547 8.5 9 基 金 積 立 金 88,659 6.1

10 諸 収 入 728 0.0 10 諸 支 出 金 18,750 1.3

11 予 備 費 11,000 0.8

1,465,652 100.0 1,465,652 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（２） 後期高齢者医療特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 後期高齢者医療保険料 69,841 72.6 1 総 務 費 2,006 2.1

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0 2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金 92,942 96.7

3 繰 入 金 25,203 26.2 3 諸 支 出 金 901 0.9

4 繰 越 金 223 0.2 4 予 備 費 322 0.3

5 諸 収 入 903 1.0

96,171 100.0 96,171 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 
 

（３） 介護保険特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 保 険 料 131,747 17.5 1 総 務 費 10,800 1.4

2 分 担 金 及 び 負 担 金 995 0.2 2 保 険 給 付 費 681,486 90.6

3 国 庫 支 出 金 170,066 22.6 3 地 域 支 援 事 業 費 16,510 2.2

4 支 払 基 金 交 付 金 206,993 27.5 4 基 金 積 立 金 2,461 0.3

5 県 支 出 金 107,811 14.3 5 諸 支 出 金 40,928 5.4

6 財 産 収 入 30 0.0 6 予 備 費 296 0.1

7 繰 入 金 101,120 13.4

8 諸 収 入 7 0.0

9 繰 越 金 33,712 4.5

752,481 100.0 752,481 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 

 
（４） 土地取得事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 財 産 収 入 7 0.2 1 総 務 費 25 0.8

2 繰 入 金 3,000 99.0 2 諸 支 出 金 3,001 99.1

3 繰 越 金 23 0.8 3 予 備 費 4 0.1

3,030 100.0 3,030 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（５） 工業団地事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 財 産 収 入 20,004 27.5 1 総 務 費 33,409 46.0

2 繰 入 金 1 0.0 2 事 業 費 38,250 52.6

3 諸 収 入 1 0.0 3 予 備 費 1,000 1.4

4 繰 越 金 2,325 3.2

5 使 用 料 及 び 手 数 料 50,328 69.3

72,659 100.0 72,659 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

 
（６） 鏡石駅東第１土地区画整理事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 繰 入 金 86,199 63.8 1 事 業 費 121,195 89.8

2 繰 越 金 1 0.0 2 公 債 費 12,919 9.6

3 国 庫 支 出 金 27,500 20.4 3 諸 支 出 金 1 0.0

4 諸 収 入 0 0.0 4 予 備 費 885 0.6

5 町 債 21,300 15.8

135,000 100.0 135,000 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

 
（７） 育英資金貸付費特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 繰 入 金 2 0.0 1 育 英 資 金 貸 付 金 7,200 68.9

2 財 産 収 入 7 0.1 2 基 金 積 立 金 3,249 31.1

3 諸 収 入 9,092 87.0 3 諸 支 出 金 1 0.0

4 寄 附 金 1 0.0

5 繰 越 金 1,348 12.9

10,450 100.0 10,450 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（８） 公共下水道事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 4,554 1.0 1 総 務 費 77,103 17.3

2 使 用 料 及 び 手 数 料 116,031 26.1 2 事 業 費 100,013 22.5

3 国 庫 支 出 金 25,000 5.6 3 公 債 費 261,501 58.7

4 県 支 出 金 500 0.1 4 諸 支 出 金 4,852 1.1

5 繰 入 金 156,313 35.1 5 予 備 費 1,981 0.4

6 繰 越 金 4,851 1.1

7 諸 収 入 101 0.0

8 町 債 138,100 31.0

445,450 100.0 445,450 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 
（９） 農業集落排水事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 2 0.0 1 総 務 費 23,866 36.1

2 使 用 料 及 び 手 数 料 8,341 12.6 2 公 債 費 40,738 61.6

3 繰 入 金 44,356 67.1 3 諸 支 出 金 904 1.4

4 繰 越 金 903 1.4 4 予 備 費 594 0.9

5 町 債 12,500 18.9

66,102 100.0 66,102 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（１０） 上水道事業会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 営 業 収 益 231,815 97.6 1 営 業 費 用 178,809 75.3

2 営 業 外 収 益 5,684 2.4 2 営 業 外 費 用 31,487 13.3

3 特 別 利 益 1 0.0 3 特 別 損 失 100 0.0

4 予 備 費 27,104 11.4

237,500 100.0 237,500 100.0

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 企 業 債 143,800 61.8 1 建 設 改 良 費 279,424 80.8

2 国 庫 補 助 金 0 0.0 2 企 業 債 償 還 金 66,198 19.2

3 他 会 計 負 担 金 88,800 38.2

232,600 100.0 345,622 100.0歳 入 合 計 歳 出 合 計

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

科 目 科 目

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出

 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額１１３,０２２千円は、過年度分損益勘

定留保資金７６,３２１千円、建設改良積立金２９,０００千円及び当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額７,７０１千円で補填するものとする。 
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＜平成２３年度各会計決算の状況＞ 

 
１ 一般会計のあらまし 
 

東日本大震災により我が国経済は深刻な打撃を受け、平成２３年度は厳しい状況か

らのスタートとなった。その後、復旧・復興努力を通じたサプライチェーンの急速な

立て直しにより景気は持ち直しに転じたが、夏以降は急速な円高の進行や欧州政府債

務危機による世界経済の減速が、景気の持ち直しを緩やかなものにしている。 

このような経済状況の中、政府は、円高とデフレの悪循環を回避するため、昨年１

０月２１日に２兆円規模の「円高への総合的対応策」を閣議決定した。この対応策に

基づき、速やかに実行可能なものについては直ちに着手・実施するとともに、平成２

３年度第３次補正予算等を実行に移すことによりデフレ脱却への対応を実践してき

たところである。 

平成２３年度地方財政計画では、地方の財源不足の状況を考慮して、地方交付税総

額に地域活性化・雇用等対策費として１兆２，０００億円が別枠加算され、配分する

出口ベースで０．５兆円が増額された。また、地方税は８，９４１億円の増収と見込

まれ、地方財政計画の規模は前年度比で３，７８６億円の増となったが、社会保障関

係費の増加等により地方財政は依然として厳しい状況にある。 

このような財政環境の中で、我が町においては、徴収率の向上による税収確保、受

益者負担の適正化等の財源確保に努める一方、各種施策の優先順位に基づいて徹底し

た事業選択を行い、財源の計画的・重点的な配分に徹し第４次総合計画の基本理念で

ある「共に生き 共につくる 牧場の朝のまち 鏡石」の実現に向け、「快適空間づ

くり」「元気づくり」「活力づくり」「人づくり」「地域づくり」の５つの柱を基軸

に、各種事業の重点的かつ効率的な執行に加え、国における地域活性化対策関連事業

等の速やかな実施に努めたが、東日本大震災に要する災害復旧事業費等の経費が２，

３０２，６４４千円と増加したため、一般会計の決算額では、歳入７,０３８,５０７

千円（前年比５０.０％増）、歳出６,４６４,５９３千円（前年比４１.５％増）の過

去最大規模の決算となった。形式収支で５７３,９１４千円、翌年度繰越財源を差し

引いた実質収支は３３９,９５２千円の黒字決算となった。 

また、本年度の起債償還額は普通会計で７０３,１５１千円（対前年度２.９％減）

となり、年度末における普通会計の起債残高は５,０９４,０３３千円（対前年２３８,

８６１千円減）となった。償還額・残高ともに減少していることから、今後の借入等、

引き続き計画的な財政運営を迫られている。 

平成２３年度の上水道会計を除く全会計の総決算では、１０,５１５,７６２千円

（前年比３７.３％増）の歳入に対して、９,７７１,０５３千円（前年比３１.２％増）

の歳出となり、実質収支で５０７,８６５千円（前年比１６３.８％増）の剰余金を生

じ、次年度繰越を行うこととなった。 
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財政規模の推移 

 

（単位：千円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

歳 入 4,105,526 4,093,788 4,565,056 4,693,015 7,038,507

歳 出 4,046,366 3,988,354 4,361,071 4,569,066 6,464,593  

 
（１） 決算の状況 
＜町民一人当たりの納めたお金と使ったお金＞ 
※ 町民一人当たりの金額は２４年３月末現在住基人口（１２,９４４人）で算出 
 
① 町民一人当たりの納めたお金 

固 定 資 産 税 町 民 税 軽 自 動 車 税 町 た ば こ 税 特別土地保有税 入 湯 税 合 計

（法人税含む）

66,497 40,917 1,900 7,149 0 4 116,467

（単位：円）

 
 
② 町民一人当たりに使ったお金 

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農林 水産 業費 商 工 費

5,780 68,366 91,765 23,714 367 21,193 7,947

土 木 費 消 防 費 教 育 費 災 害 復 旧 費 公 債 費 諸 支 出 金 合 計

41,640 74,139 34,818 75,041 53,374 1,284 499,428

（単位：円）
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歳入歳出 

決 算 額 構 成 比 前 年 比 決 算 額 前 年 比

1 町 税 1,507,555 21.4 △ 2.1 1,539,645 △ 4.0

2 繰 入 金 13,306 0.2 △ 12.0 15,116 △ 86.0

3 分 担 金 及 び 負 担 金 40,364 0.6 △ 39.5 66,707 32.7

4 使 用 料 及 び 手 数 料 63,285 0.9 △ 2.5 64,889 23.4

5 財 産 収 入 5,034 0.1 62.8 3,093 △ 77.0

6 繰 越 金 123,949 1.8 △ 39.2 203,985 93.5

7 寄 附 金 4,938 0.1 702.9 615 △ 54.5

8 諸 収 入 184,202 2.6 45.7 126,422 22.2

1,942,633 27.7 △ 3.9 2,020,472 △ 0.9

9 地 方 譲 与 税 87,426 1.2 △ 2.4 89,611 △ 3.1

10 利 子 割 交 付 金 3,133 0.0 △ 20.1 3,923 △ 18.3

11 配 当 割 交 付 金 1,405 0.0 5.3 1,334 24.1

12 株式等譲渡所得割交付金 293 0.0 △ 21.2 372 △ 27.9

13 地 方 消 費 税 交 付 金 112,465 1.6 △ 0.7 113,267 △ 0.2

14 自 動 車 取 得 税 交 付 金 14,047 0.2 △ 17.0 16,930 △ 4.4

15 地 方 特 例 交 付 金 22,019 0.3 △ 2.2 22,508 7.6

16 地 方 交 付 税 2,438,527 34.7 81.5 1,343,340 27.9

17 交通安全対策特別交付金 2,189 0.0 △ 10.7 2,451 △ 12.2

18 国 庫 支 出 金 1,189,523 16.9 225.2 365,782 △ 45.5

19 県 支 出 金 868,847 12.3 237.8 257,225 13.9

20 地 方 債 356,000 5.1 △ 21.9 455,800 40.1

7,038,507 100.0 50.0 4,693,015 2.8

決 算 額 構 成 比 前 年 比 決 算 額 前 年 比

1 議 会 費 74,814 1.2 △ 8.5 81,751 △ 1.4

2 総 務 費 884,931 13.7 32.6 667,407 △ 14.7

3 民 生 費 1,187,808 18.4 1.8 1,167,227 23.8

4 衛 生 費 306,951 4.7 21.2 253,244 △ 1.3

5 労 働 費 4,749 0.1 △ 83.5 28,819 334.6

6 農 林 水 産 業 費 274,335 4.2 △ 26.1 371,112 52.0

7 商 工 費 102,862 1.6 △ 29.9 146,668 11.4

8 土 木 費 538,995 8.3 13.7 473,858 △ 5.5

9 消 防 費 959,654 14.8 332.5 221,904 △ 7.1

10 教 育 費 450,685 7.0 3.0 437,414 △ 10.4

11 災 害 復 旧 費 971,325 15.0 13,058.0 7,382 - 

12 公 債 費 690,870 10.7 △ 3.0 712,280 4.0

13 諸 支 出 金 16,614 0.3 - - - 

6,464,593 100.0 41.5 4,569,066 4.8

（単位：千円、％）＜歳入＞

自 主 財 源 小 計

歳 入 合 計

平成２３年度 平成２２年度

　　区　分

年　度　　

　　区　分

歳 出 合 計

＜歳出＞ （単位：千円、％）

年　度　　 平成２３年度 平成２２年度
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（２） 町税の税目別状況 

平成２３年度 平成２２年度

決 算 額 決 算 額 増 減 額 伸 び 率

1 町 民 税 529,626 528,907 719 0.1

個 人 405,885 423,838 △ 17,953 △ 4.2

法 人 123,741 105,069 18,672 17.8

2 固 定 資 産 税 860,746 908,178 △ 47,432 △ 5.2

3 軽 自 動 車 税 24,600 23,573 1,027 4.4

4 町 た ば こ 税 92,534 78,900 13,634 17.3

5 入 湯 税 49 87 △ 38 △ 43.7

1,507,555 1,539,645 △ 32,090 △ 2.1

内
訳

合 計

比 較

（単位：千円、％）

　　区分

年度　　

 
 
（３） 債務負担行為の状況 

(単位：千円）

平成２２年度末 平成２３年度末

現 在 高 現 在 高

一 般 会 計 2,112,891 2,171,016

特 別 会 計 869,662 816,962

合 計 2,982,553 2,987,978

特別会計は公共下水道事業、農業集落
排水事業、工業団地事業、鏡石駅東第
１土地区画整理事業特別会計の４会計
（単位：千円）

 
 
（４） 平成２３年度末町債残高 
 
① 一般会計 

（単位：千円）

平成２２年度末 平成２３年度末

現 在 高 発 行 額 元 金 償 還 額 現 在 高

2,937,185 29,700 475,044 2,491,841

（１）総 務 債 94,529 5,000 21,140 78,389

（２）民 生 債 3,316 3,316 0

（３）衛 生 債 0 0 0

（４）労 働 債 497 497 0

（５）農 林 水 産 業 債 603,495 20,200 88,650 535,045

（６）商 工 債 0 0 0

（７）土 木 債 1,667,655 4,500 258,716 1,413,439

（８）消 防 債 34,230 16,391 17,839

（９）教 育 債 533,463 86,334 447,129

9,830 0 8,489 1,341

（１）農 林 水 産 施 設 610 151 459

（２）公 共 土 木 施 設 9,220 8,338 882

2,225,359 326,300 116,907 2,434,752

（１）県 振 興 基 金 4,000 308 3,692

（２）減 税 補 て ん 債 等 279,701 38,034 241,667

（３）財 政 対 策 債 1,941,658 285,500 78,565 2,148,593

（４）災害援護資金貸付金 0 40,800 0 40,800

5,172,374 356,000 600,440 4,927,934

平 成 ２ ３ 年 度 異 動

1 普 通 債

2 災 害 復 旧 債

3 そ の 他

合 計  

② 特別会計 

（単位：千円）

平 成 ２ ２ 年 度
末 現 在 高

平 成 ２ ３ 年 度
末 現 在 高

160,518 166,097

3,724,008 3,682,705

491,188 476,881
989,362 943,154上 水 道 事 業 会 計

駅東土地区画整理事業特別会計

公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計
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２ 特別会計のあらまし 
 
（１） 国民健康保険特別会計 

国民健康保険は、病気やけがをしたときに、安心して医療を受けることができるよう、

加入者全員で支え合う相互扶助制度である。 
  平成２３年度の保険給付費は９５４，１０３千円で、震災による一部負担金免除等に

よる影響のため前年度より１２８，３５３千円の増加となった。 
国保財政は、低所得者層を多く抱える制度の構造上、国保税収入は伸び悩んでおり、

年々厳しくなっている。 
こうした状況の中で、収納率向上特別対策事業や医療費適正化事業、保健事業等の実

施により、歳入の確保と歳出の抑制に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 国 民 健 康 保 険 税 298,018 19.5 1 総 務 費 9,012 0.7

2 国 庫 支 出 金 495,243 32.5 2 保 険 給 付 費 954,103 68.1

3 療 養 給 付 費 交 付 金 90,764 5.9 3 後 期 高 齢 者 支 援 金 179,435 12.8

4 前 期 高 齢 者 交 付 金 224,028 14.7 4 前 期 高 齢 者 納 付 金 532 0.0

5 県 支 出 金 68,424 4.5 5 老 人 保 健 拠 出 金 10 0.0

6 共 同 事 業 交 付 金 161,774 10.6 6 介 護 納 付 金 85,698 6.1

7 財 産 収 入 66 0.0 7 共 同 事 業 拠 出 金 151,570 10.8

8 繰 入 金 113,555 7.4 8 保 健 事 業 費 17,398 1.2

9 繰 越 金 60,973 4.0 9 基 金 積 立 金 64 0.0

10 諸 収 入 13,669 0.9 10 諸 支 出 金 4,145 0.3

1,526,514 100.0 1,401,967 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 １２４,５４７千円は次年度へ繰越 
 
（２） 後期高齢者医療特別会計 
  後期高齢者医療制度は、老人保健制度に代わり平成２０年４月から始まった制度であ

る。 
  この制度では、県内市町村で構成する福島県後期高齢者医療広域連合が保険給付や財

政の運営を行っている。 
町では、窓口業務と保険料徴収を行っているため、適切な窓口対応と保険料の徴収率

向上等に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 後期高齢者医療保険料 51,937 68.2 1 総 務 費 1,822 2.4

2 使 用 料 及 び 手 数 料 0 0.0 2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金 73,275 96.6

3 繰 入 金 23,020 30.3 3 諸 支 出 金 779 1.0

4 繰 越 金 245 0.3

5 諸 収 入 897 1.2

76,099 100.0 75,876 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 

歳入歳出差引き残額  ２２３千円は次年度へ繰越 
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（３） 介護保険特別会計 
  平成２１年度に策定した第４期介護保険事業計画（平成２１年度～平成２３年度）に

基づき、円滑な事業運営に努めた。 
町の要介護認定者は、平成２４年３月末現在４３３名であり、要介護認定者数、介護

サービスの利用者数も年々増加している中、更なる介護サービスの充実を図るとともに、

地域支援事業として、高齢者の総合相談窓口「地域包括支援センター」（通称：あんしん

かん）の運営や介護予防事業の充実に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 保 険 料 100,306 13.7 1 総 務 費 12,037 1.7

2 分 担 金 及 び 負 担 金 934 0.1 2 保 険 給 付 費 657,131 94.2

3 国 庫 支 出 金 225,376 30.8 3 地 域 支 援 事 業 費 14,143 2.0

4 支 払 基 金 交 付 金 190,543 26.1 4 基 金 積 立 金 4,478 0.7

5 県 支 出 金 110,430 15.1 5 諸 支 出 金 9,752 1.4

6 財 産 収 入 48 0.0

7 繰 入 金 98,235 13.5

8 諸 収 入 0 0.0

9 繰 越 金 5,382 0.7

731,254 100.0 697,541 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 

歳入歳出差引き残額 ３３,７１３千円は次年度へ繰越 
 
（４） 土地取得事業特別会計 
  鏡石駅東第１土地区画整理事業区域内における先行取得用地及土地開発基金の管理を

行った。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 財 産 収 入 5 0.2 1 総 務 費 0 0.0

2 繰 入 金 2,995 80.6 2 諸 支 出 金 3,715 100.0

3 繰 越 金 715 19.2

3,715 100.0 3,715 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

  

歳入歳出差引き残額   ０千円 
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（５） 工業団地事業特別会計 
  南町地区工場用地造成事業については、用地造成の附帯工事が完了し、誘致企業への

引き渡しを行った。また、南部第一工業団地事業の借入金返済については、土地売払収

入や土地使用料を基に、一部繰上償還を実施した。 
  その他、鏡石駅東第一土地区画整理事業区域及び町内未利用地への企業誘致ＰＲに努

めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 財 産 収 入 107,039 64.5 1 総 務 費 80,403 49.2

2 繰 入 金 6,214 3.7 2 事 業 費 83,144 50.8

3 諸 収 入 0 0.0

4 繰 越 金 2,291 1.4

5 使 用 料 及 び 手 数 料 50,328 30.4

165,872 100.0 163,547 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 ２,３２５千円は次年度へ繰越 
 
（６） 鏡石駅東第１土地区画整理事業特別会計 

鏡石駅東第１土地区画整理事業は、換地計画により第Ⅰ工区地内の仮換地指定を行い

ながら区画道路整備及びそれに伴う移転補償を行った。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 繰 入 金 38,948 46.0 1 事 業 費 69,704 83.2

2 繰 越 金 7,314 8.6 2 公 債 費 12,281 14.7

3 国 庫 支 出 金 23,399 27.6 3 諸 支 出 金 1,811 2.2

4 諸 収 入 0 0.0

5 町 債 15,100 17.8

84,761 100.0 83,796 100.1

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 ９６５千円のうち繰越明許費繰越額を除く２千円は次年

度へ繰越 
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（７） 育英資金貸付費特別会計 
  平成２３年度新規貸付はなかったが、継続貸付者として大学生５名、高校生１名で合

計１，９８０千円を貸与した。 
  なお、平成２３年度中における返済者は４８名となっている。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 繰 入 金 0 0.0 1 育 英 資 金 貸 付 金 1,980 16.2

2 財 産 収 入 8 0.1 2 基 金 積 立 金 10,227 83.8

3 諸 収 入 12,634 93.2 3 諸 支 出 金 0 0.0

4 寄 附 金 340 2.5

5 繰 越 金 573 4.2

13,555 100.0 12,207 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 １，３４８千円は次年度へ繰越 
 
（８） 公共下水道事業特別会計 

阿武隈川上流流域下水道との整合性を図り、計画的な汚水の面整備を行った。また、

水洗化促進など接続率の普及向上に努めた。 
なお、当該年度末の実績は、認可区域４１１.９ｈa のうち整備済面積は２７６.５ｈa

で整備率は、６７.１％、水洗化率は８５.８％となった。 
また、東日本大震災で下水道施設に甚大な被害が発生した。災害復旧工事の完了が年

度内に見込まれないため平成２４年度に繰り越しした。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 4,431 0.6 1 総 務 費 77,061 9.7

2 使 用 料 及 び 手 数 料 108,240 13.5 2 事 業 費 449,239 56.7

3 国 庫 支 出 金 231,558 28.9 3 公 債 費 258,811 32.6

4 県 支 出 金 477 0.1 4 諸 支 出 金 7,704 1.0

5 繰 入 金 301,754 37.7

6 繰 越 金 11,602 1.5

7 諸 収 入 7,624 1.0

8 町 債 133,900 16.7

799,586 100.0 792,815 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

歳入歳出差引き残額 ６,７７１千円のうち繰越明許費繰越額を除く４,８５２千

円は次年度へ繰越 
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（９） 農業集落排水事業特別会計 
成田・深内地区の処理場施設で保守点検、維持管理に努め、放流水の水質保全、水環

境の創出効果向上に努めた。 
また、東日本大震災で農業集落排水施設に被害が発生した。災害復旧工事の完了が年

度内に見込まれないため平成２４年度に繰り越しした。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 106 0.1 1 総 務 費 33,400 44.5

2 使 用 料 及 び 手 数 料 8,006 10.5 2 公 債 費 40,467 54.0

3 繰 入 金 45,050 59.4 3 諸 支 出 金 1,129 1.5

4 繰 越 金 1,129 1.5

5 町 債 11,600 15.3

6 国 庫 支 出 金 10,008 13.2

75,899 100.0 74,996 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 ９０３千円は次年度へ繰越 
 
（１０） 上水道事業会計 

平成２３年度末における給水人口は１１，９３４人で前年度に比べて８１人の増加、

給水契約（使用メーター数）は４，３６６件で前年度に比べて４８件の増加であった。

年間給水量は１，３２９，８８０㎥で前年度に比べて９，３３５㎥の増加となり、１日

平均給水量は３，６３４㎥、１日最大給水量は４，５８７㎥、有収率は７４．５％で前

年度に比べて１０．５％の減少であった。これは、震災による水道管破損の漏水、１ヵ

月分の水道料金の減免が影響したためである。なお、１㎥当たりの供給単価は２２９．

３０円、給水原価は２２１．７４円となり、供給単価が７．５６円上回った。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 営 業 収 益 250,918 86.5 1 営 業 費 用 200,997 85.9

2 営 業 外 収 益 39,217 13.5 2 営 業 外 費 用 32,900 14.1

3 特 別 利 益 0 0.0 3 特 別 損 失 0 0.0

290,135 100.0 233,897 100.0

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 企 業 債 25,100 45.5 1 建 設 改 良 費 100,904 58.6

2 国 庫 補 助 金 8,768 15.9 2 企 業 債 償 還 金 71,308 41.4

3 一 般 会 計 補 助 金 3,390 6.2

4 負 担 金 17,850 32.4

55,108 100.0 172,212 100.0

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

（単位：千円、％）

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額１１７,１０４千円は、過年度分損益勘

定留保資金６２,７４３千円、建設改良積立金５０,０００千円及び当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額４,３６１千円で補填した。 
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３ 基  金 

318,827

20,000

定住促進住宅等維持整備基金

がんばるぞ鏡石震災復興基金

東日本大震災復興交付金基金

722,356

0

0

0

10,000

318,827

0

10,000

318,827

0

138,320
（うち土地簿価 123,320）

7,2862,347 1 2,348

30,980

3,000

173,000

78,026

（単位：千円）

区 分
平成２２年度末 平成２３年度中 平成２３年度末 備 考

現 在 高 増 減 高 現 在 高 平成23年5月31日

417,083

国 民 健 康 保 険 基 金 89,362 △ 19,936 69,426 69,426

財 政 調 整 基 金 392,017 △ 292,017 100,000

役 場 庁 舎 新 築 事 業 基 金 711,888 △ 19,532 692,356

土 地 開 発 基 金 138,320 0 138,320

減 債 基 金 70,649 57 70,706 70,706

育 英 資 金 基 金 20,753 8 20,761

長 寿 社 会 福 祉 施 設
整 備 基 金 2,568 1 2,569 2,569

国 民 健 康 保 険
高 額 医 療 費 貸 付 基 金 3,000 0 3,000

新 都 市 整 備 事 業 基 金 20,319 13 20,332 20,332

福 祉 基 金 173,000 0 173,000

22,056 △ 6,210 15,846 85,670

10,008

81,055

介 護 給 付 費 基 金 73,547 4,479 78,026

合 計 1,810,845 △ 4,265 1,806,580

ふ る さ と 鏡 石
あ り が と う 基 金

工 業 団 地 事 業 基 金

2,268,644

牧 場 の 朝 ス ポ ー ツ 文 化
振 興 基 金 81,019 36 81,055

20,008文 教 施 設 維 持 整 備 基 金 10,000 8

10,000

 

備考については平成２３年度出納閉鎖時点（平成２４年５月３１日）での基金残高 

-16-



鏡石町の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口 
（23 年度末） 

歳出額 
Ａ

実質収支 人件費 
Ｂ

人件費率 
Ｂ／Ａ 

（参考） 
22 年度の人件費率

２３年度 
人 

12,944 
千円

7,094,578 
千円

340,918 
千円

801,042 
％ 

11.3 
％

16.9 

 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 職員数 
Ａ 

給  与  費 一人当たり

給与費 B/A 
 (参考)類似団体平均

一人当たり給与費給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B

２３年度 
人 

90 
千円 

361,070 
千円

60,035 
千円

127,843 
千円

548,948 
千円 

6,099 
 
 

千千円

5,532 
（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、平成２３年４月１日現在の人数である（教育長含む。）。 

 

 

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 
（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

である。 
２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

ある。 

 

 

２ 一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在） 

（単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

１号給の給料月額 137,900 188,900 226,700 266,400 294,300 326,200 

最高号給の給料月額 247,900 313,700 361,500 396,000 410,900 438,400 

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。 
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３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在） 
①一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

鏡石町 41.9 歳 327,881 円 395,693 円 356,894 円

 

②技能労務職 

区 分 

公 務 員 民  間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

(A) 

平均給与月額

(国ベース)

対応する
民 間 の
類似職種

平均年齢 
平均給与月額

(B) 
A／B

鏡石町 53.0 歳 6 人 308,736円 312,467円 312,053円 － － － － 

 
③教育職（小・中学校（幼稚園）） 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

鏡石町 37.6 歳 306,500 円 315,867 円

 
（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などすべて

の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。 
また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手

当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

 

 

（２）職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在） 

区  分 鏡石町 国 

一般行政職 
大学卒 175,100 円 172,200 円

高校卒 142,500 円 140,100 円

技能労務職 高校卒 137,200 円 － 

 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在） 

区  分 経験年数 10～15 年 経験年数 15～20 年 経験年数 20～25 年 

一般行政職 
大学卒 296,500 円 326,300 円 357,300 円 
高校卒 － 299,200 円 335,700 円 

技能労務職 高校卒 － 279,700 円 － 
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４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１級 主事 7 人 10.8％
２級 副主査 0 人 0.0％
３級 主査 33 人 50.8％
４級 副課長 16 人 24.6％
５級 課長 7 人 10.8％
６級 参事 2 人 3.1％

（注）１ 鏡石町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

 

 

 

（２）昇給への勤務成績の反映状況 

 
１．勤務成績の評定の実施状況 

地方公務員法第 40 条に基づき、毎年 10 月 1 日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を実施して

いる。 
なお、平成 18 年 10 月から管理職を対象とした能力・業績に基づく人事評価を実施している。 

 
２．昇給への勤務成績の反映状況 

管理職については、能力と業績の両要素を総合的に 5 段階（A～E）の評価を実施した。 
なお、管理職以外の職員 75 名については、人事評価が未実施である。 
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５ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

鏡石町 国 
１人当たり平均支給額（２３年度） 

1,370 千円 
－ 

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合） 
期末手当 
2.55  月分 

（1.40）月分 

勤勉手当 
1.35 月分 

（0.65）月分 

期末手当 
2.60  月分 

（1.45）月分 

勤勉手当 
1.35 月分 

（0.65）月分 
（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による

加算措置 
・役職加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による

加算措置 
・役職加算 5～20％ 
・管理職加算 10～25％ 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

（２）退職手当（平成２４年４月１日現在） 

鏡石町 国 
（支給率） 
勤続 20 年 
勤続 25 年 
勤続 35 年 
最高限度額 

自己都合 
23.5 月分 
33.5 月分 
47.5 月分 
59.28 月分 

勧奨・定年 
30.55 月分 
41.34 月分 
59.28 月分 
59.28 月分 

（支給率） 
勤続 20 年 
勤続 25 年 
勤続 35 年 
最高限度額 

自己都合 
23.5 月分 
33.5 月分 
47.5 月分 
59.28 月分 

勧奨・定年 
30.55 月分 
41.34 月分 
59.28 月分 
59.28 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2％～

20％加算） 
1 人当たり平均支給額 26,125 千円 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2％～

20％加算） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

 

（３）地域手当（平成２４年４月１日現在） 

支給実績（２３年度決算） － 
支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） － 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 
－ － － － 

 

 

（４）特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在） 

支給実績（２３年度決算） － 
支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） － 
職員全体に占める手当支給職員の割合（２３年度） － 
手当の種類（手当数） － 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
－ － － － 

 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（２３年度決算） 32,618 千円

職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） 435 千円

支給実績（２２年度決算） 29,471 千円

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 398 千円
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（６）その他の手当（平成２４年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同
国の制度と異なる内容 

支給実績 
（23 年度決算） 

支給職員１人当た

り平均支給年額 
（23 年度決算） 

扶養手当 配偶者        13,000円

配偶者以外       6,500 円

1 人（配偶者なし）  11,000 円

特定期間（満 16 歳年度初めから満

22 歳年度末）の子の加算 5,000 円

同じ 

－ 

13,406 千円 268,110 円

住居手当 (借家等職員) 
家賃月額が 20,500 円以下 
･月額－9,500 円を支給 
家賃月額が 20,501 円以上 
･月額－20,500 円÷2+11,000 円を

支給 
(上限額 27,000 円) 

一部異

なる 
(借家等職員) 
家賃月額が 23,000 円以下 
･月額－12,000 円 
家賃月額が 23,001 円以上 
･月額－23,000 円÷2+11,000 円

(上限額 27,000 円) 
 

4,809 千円 300,563 円

通勤手当 (交通機関利用者) 
運賃等相当額が 61,000 円以下 
･運賃等相当額を支給 
運賃等相当額が 61,001 円以上 
･相当額－61,000 円÷2+61,000 円

を支給 
(上限額なし) 
(自動車等利用者) 
2 ㎞～80 ㎞ 2,300 円～45,800 円 
(上限額 45,800 円) 

一部異

なる 
(交通機関利用者) 
運賃等相当額が 55,000 円以下 
･運賃等相当額を支給 
運賃等相当額が 55,001 円以上 
･一律 55,000 円支給 
 
(自動車等利用者) 
2 ㎞～60 ㎞ 2,000 円～24,500 円

(上限額 24,500 円) 

3,336 千円 65,404 円

管理職 
手 当 

支給額 
・課長×7％ 
・主幹×6％ 

 国：俸給の特別調整額として支

給 
7,376 千円 307,337 円

 

 

６ 特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在） 

区  分 給 料 月 額 等 

給
料

町 長 
副町長 

517,200 円 
591,300 円 

報
酬 

議 長 
副議長 
議 員 

296,100 円 
243,900 円 
225,900 円 

期
末
手
当 

町 長 
副町長 

（２３年度支給割合） 
2.90 月分 

議 長 
副議長 
議 員 

（２３年度支給割合） 
2.90 月分 

 

退
職
手
当 

 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期） 

町 長 
副町長 

517,200×在職月数×0.48 
591,300×在職月数×0.29 

1,192 万円 
823 万円 

任期毎 
任期毎 

備 考  
（注）１ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）    

勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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７ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 
（各年４月１日現在） 

区 分 
部 門 

職 員 数 対前年 
増減数 

主な増減理由 
平成 24 年 平成 23 年

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議 会 2 2   
総 務 17 19 △2 福島県等派遣職員の終了による減 
税 務 6 7 △1 災害派遣職員の受入による減 
農 水 8 7 1 原子力災害対策等の業務増による増 
商 工 1 1   
土 木 9 9   
民 生 15 16 △1 退職者不補充による減 
衛 生 9 8 1 原子力災害対策等の業務増による増 

計 67 69 △2 
＜参考＞ 
人口 1,000 人当たり職員数   5.2 人 

(類似団体の人口 1,000 人当たり職員数 8.3 人) 
教 育 部 門 17 18 △1 退職者不補充による減 

小   計 84 87 △3 
＜参考＞ 
人口 1,000 人当たり職員数   6.5 人 

(類似団体の人口 1,000 人当たり職員数 10.6 人) 

 

会
計
部
門

公
営
企
業
等

水 道 部 門 4 4   
下水道部門 4 4   
その他部門 5 5   
小   計 13 13   

合   計 
97 

［123］ 
100 

［123］
△3 

［－］

＜参考＞ 
人口 1,000 人当たり職員数   7.5 人 

（注）１ 職員数は、一般職に属する職員数である（教育長含む。）。 
２ ［ ］内は、条例定数の合計である。 
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（２）年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在） 

 

区 分 

20 歳 20 歳 24 歳 28 歳 32 歳 36 歳 40 歳 44 歳 48 歳 52 歳 56 歳 60 歳

計  ～～～～～～～～～～ 

未満 23 歳 27 歳 31 歳 35 歳 39 歳 43 歳 47 歳 51 歳 55 歳 59 歳 以上

職員数 
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 1 7 7 10 26 10 7 7 13 8 1 97 
（注） 職員数は、一般職に属する職員数である（教育長含む。）。 

 

 
（３）職員数の推移 

（単位：人・％） 
年 度 

部門別 
19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 

過去５年間の 
増減数（率） 

一般行政 69 65 69 67 69 67 △2（△ 2.9％）

教育 24 22 19 18 18 17 △7（△29.2％）

普通会計計 93 87 88 85 87 84 △9（△ 9.7％）

公営企業等会計計 14 15 13 13 13 13 △1（△ 7.1％）

総合計 107 102 101 98 100 97 △10（△ 9.3％）

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数（教育長含む。） 
２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数 

 

 

なお、この財政公表は、鏡石町のホームページ（http://www.town.kagamiishi.fukushima.jp/） 

でもご覧いただけます。また、本書を希望される方は、鏡石町総務課までお越しください。 
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